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証券コード：3370

平成27年６月11日

株 主 各 位

北 海 道 苫 小 牧 市 晴 海 町 3 2 番 地

株式会社フジタコーポレーション
代表取締役社長 藤 田 博 章

第37回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第37回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決
権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日　　　時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時

２．場　　　所 北海道苫小牧市表町四丁目３番１号

グランドホテルニュー王子　２階　若草の間

（末尾の会場ご案内図をご参照ください）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第37期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役３名選任の件

第２号議案 監査役２名選任の件

第３号議案 補欠監査役１名選任の件
以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申し上げます。

２．株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類の内容に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.fujitacorp.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

１．会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、消費税増税に伴う消費・購買意欲の
低下が長引いたものの、政府の経済政策や金融政策により、円安・株価高
の傾向が続いております。
このような状況のもと、当社は前事業年度末に定めた事業計画に基づい

て不採算店舗の閉店や不採算事業からの撤退及び譲渡を行いつつ、将来性
のある事業へ投資し、経営改善に努めてまいりました。

当事業年度における店舗展開におきましては、２店舗の出店、13店舗の
閉店、１店舗を譲渡し、当事業年度末における当社の展開業態は19業態、
稼働店舗数は84店舗（前事業年度末、20業態96店舗）となりました。
閉店・譲渡を進めた結果、店舗数が大幅に減少したことにより、売上高

5,640百万円（前事業年度比11.6％減）となりましたが、大規模店舗を中心
に照明のＬＥＤ化をはじめとする販売費及び一般管理費の低減に努めたこ
とにより、営業利益109百万円（同36.2％増）、経常利益51百万円（前事業
年度、経常損失３百万円）となりました。しかしながら、たな卸資産評価
損98百万円等の特別損失188百万円を計上したことにより、当期純損失145
百万円（前事業年度、当期純損失350百万円）となりました。

なお、当事業年度において145百万円の当期純損失を計上した結果、純資
産額が△57百万円となりました。また、有利子負債は3,742百万円と総資産
の86.5％を占め、手元流動性に比して高水準にあります。このため、取引
金融機関から長期借入金の返済条件の緩和を継続して受けている状況にあ
ります。こうした状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じ
させるような事象又は状況が存在しております。
事業面におきましては、各種コストの削減だけではなく、インターネッ

ト媒体等を利用した効率的かつ積極的な販売促進活動を適時に実施する体
制、商品の品質向上などのサービス業の基本事項を見直して収益率向上に
努め、安定的に営業利益及び営業キャッシュ・フローを獲得し得る体制を
確実に構築してまいります。また、資金面におきましても、主力取引銀行
の支援のもと、取引金融機関に対し、平成28年５月までの長期借入金元本
の返済条件の緩和継続を要請し、主な取引金融機関から既に同意を頂いて
いること等から、継続企業の前提に関する不確実性は認められません。
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当事業年度の事業の状況
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当社の事業であります飲食業及び小売業は、長期的な見通しを踏まえた
事業展開が必要であり、そのためには安定的な経営基盤の確保と財務体質
の強化を図ることが重要な課題であると考えております。収益体質の強
化・充実と今後の事業展開に備えるため、内部留保に努めるとともに、株
主の皆様への利益還元として業績に応じた配当を実施することを基本方針
としております。誠に遺憾ながら、当期の期末配当につきましては、業績
及び財務体質の強化等を総合的に勘案し、株主の皆様には誠に申し訳ござ
いませんが、無配とさせていただきたいと存じます。今後、復配に向けて
鋭意努力してまいります。

セグメント別の状況は次のとおりであります。
<飲食部門>
当事業年度の飲食部門におきましては、フランチャイジー事業はフラン

チャイズ本部主導による新商品の投入や販売促進活動を、オリジナルブラ
ンド事業は季節限定商品の開発・販売をしてまいりました。

フランチャイジー・オリジナルを問わず、繁忙時間帯の禁煙や完全分煙、
店内のディスプレイに工夫を凝らし、店内の居心地の良さや楽しさを演出
することや、テイクアウト対応商品の拡大などの顧客満足度の向上に努め
てまいりました。
飲食部門の店舗展開におきましては、２店舗の出店、５店舗を閉店した

ことにより、当事業年度末の店舗数は前事業年度末より３店舗減少し、69
店舗となりました。この結果、当事業年度の売上高は4,349百万円（前事業
年度比3.5％減）、セグメント利益151百万円（同58.4％増）となりました。

<物販部門>
当事業年度の物販部門におきましては、フランチャイジー事業は飲食部

門と同様、フランチャイズ本部主導による販売促進活動を、オリジナルブ
ランド事業は事業の縮小や再編を伴いましたが、商品やサービスについて
の詳細な告知や店内イベントの実施をはじめとする来店顧客向けの販促活
動を重点的に行いました。前事業年度に引き続き、インターネットでの通
信販売売上獲得のための設備投資や受注から商品発送までの時間を短縮し、
お客様のお手元に早く商品を届けるための業務の効率化に努めてまいりま
した。
物販部門の店舗展開におきましては、当期に撤退した「ＢＯＯＫ・ＮＥ

Ｔ・ＯＮＥ」及び「ＮＥＴ・ＯＮＥ」事業の影響が著しく、当事業年度末
の店舗数は前事業年度末に比べて９店舗減少し、15店舗となりました。こ
の結果、当事業年度の売上高は1,290百万円（前事業年度比31.0％減）、セ
グメント損失42百万円（前事業年度、セグメント損失15百万円）となりま
した。
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当事業年度の事業の状況
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<セグメント別売上高>

セグメントの名称

当事業年度
自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

前事業年度
自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日

前 期 比
増 減 率

売　　上 構成比 売　　上 構成比

飲 食
部 門

フランチャイジー事業 3,674,443千円 65.1％ 3,847,930千円 60.3％ △4.5％

オリジナルブランド事業 675,053 12.0 659,261 10.3 2.4

小 計 4,349,497 77.1 4,507,191 70.7 △3.5

物 販
部 門

フランチャイジー事業 1,233,622 21.9 1,063,653 16.7 16.0

オリジナルブランド事業 57,103 1.0 806,927 12.7 △92.9

小 計 1,290,726 22.9 1,870,581 29.3 △31.0

合 計 5,640,223 100.0 6,377,772 100.0 △11.6

（注）セグメント区分は(4)主要な事業内容と同様であります。

<当事業年度における出店の状況>

セグメントの名称 ブ ラ ン ド 名 称 出 店 数

飲食部
門

フランチャイジー事業 ベ ビ ー フ ェ イ ス プ ラ ネ ッ ツ １ 店 舗

オリジナルブランド事業 ド ル チ ェ ・ リ ス ト ラ ン テ １ 店 舗

 合 　 　 　 　 　 　 計 ２ 店 舗

②　設備投資の状況
当事業年度中において実施いたしました設備投資総額は155,460千円で、

その主なものは以下のとおりであります。
イ．当事業年度に完成した主要設備
　　飲食部門　店舗新規出店
ロ．当事業年度に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　　物販部門　店舗資産売却

③　資金調達の状況
当事業年度におきまして、以下のとおり第三者割当増資を行い、総額で

45,028千円の資金調達を行いました。

区 分 発 行 株 式 数
１ 株 当 た り
発 行 価 額

調 達 金 額 払 込 期 日

第 三 者

割 当 増 資
90,600株 497円 45,028千円 平成26年９月17日

－ 4 －

当事業年度の事業の状況
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第34期

(平成24年３月期)
第35期

(平成25年３月期)
第36期

(平成26年３月期)

第37期
(当事業年度)

(平成27年３月期)

売 上 高(千円) 8,189,110 6,986,294 6,377,772 5,640,223

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失(△)(千円) 6,257 40,463 △3,542 51,055

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △124,036 20,664 △350,469 △145,195
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益
又 は １ 株 当 た り 当 期 純 損 失 (△ ) (円) △13,911.72 23.18 △393.08 △154.43

総 資 産(千円) 6,529,740 6,307,983 5,135,408 4,324,631

純 資 産(千円) 354,464 373,175 21,108 △57,125

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 39,755.97 418.55 23.67 △58.17

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は
期末発行済株式総数により算出しております。

２．当社は、平成25年９月６日開催の取締役会において、株式の分割について決議し、
平成25年10月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っており
ますが、第35期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して１株当たり当期純
利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

３．当社は、平成26年８月22日開催の取締役会において、第三者割当増資を行うことに
ついて決議し、平成26年９月17日を払込期日として新株式を90,600株発行しており
ます。

－ 5 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 対処すべき課題
当社をとりまく環境は、消費税増税に伴う原材料及び水道光熱費をはじめ

とする販売管理費等の高騰が懸念され、引続き厳しい経営環境となることが
予想されます。
このような状況のなか、当社は飲食部門・物販部門共に、収益性・立地そ

の他の条件を総合的に判断して店舗展開を継続するとともに、不採算店舗の
閉店又は業態変更の判断を的確に行って、経営資源の流出を最低限にとどめ
ることにより、経常利益率の向上並びに早期の債務超過解消に努めてまいり
ます。
事業部門別の対処すべき課題は、次のとおりであります。

部門共通
①　不採算店舗の閉店又は業態変更の早期判断及び黒字化対策の立案
②　次期を担う人材の育成

飲食部門
①　安全かつ安定した食材の調達
②　顧客ニーズに即したメニューの開発と効果的な販売促進活動

物販部門
①　顧客ニーズに応える商品展開とサービスの提供
②　通信販売の強化

株主各位のご期待に応えられるよう、経営基盤の充実・強化並びにさらな
る企業価値の拡大に努める所存でございます。
株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援とご鞭撻を賜りま

すようお願い申し上げます。

－ 6 －

対処すべき課題
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(4) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）
　当社は飲食部門・物販部門をフランチャイジー事業並びにオリジナルブラ
ンド事業の両軸をもって展開しております。セグメント及び業態別の主要な
商品、サービス等は以下のとおりであります。
①　飲食部門

ブ　ラ　ン　ド　名 主要な商品・事業内容等
フ ラ ン チ ャ イ ジ ー 事 業
ミ ス タ ー ド ー ナ ツ ドーナツ・パイ
モ ス バ ー ガ ー ハンバーガー
焼 肉 五 苑 焼肉
は な ま る う ど ん 讃岐うどん
暖 中 中華料理
ベビーフェイスプラネッツ バリ風カフェレストラン
ペ ッ パ ー ラ ン チ ハンバーグ・ステーキ

オ リ ジ ナ ル ブ ラ ン ド 事 業
か つ て ん かつ丼・天丼
キ ッ チ ン ワ ン スパゲティ・ハンバーグ

②　物販部門

ブ　ラ　ン　ド　名 主要な商品・事業内容等
フ ラ ン チ ャ イ ジ ー 事 業
スペースクリエイト自遊空間 アミューズメント複合カフェ
宝 く じ 宝くじの売りさばき

(5) 主要な事業所（平成27年３月31日現在）
①　本     　      社   　北海道苫小牧市晴海町32番地

②　店      　     舗

セ グ メ ン ト の 名 称 業 態 名 称 地 域 店舗数

飲食部門

フランチャイジー事業

ミ ス タ ー ド ー ナ ツ
北海道地域 19店舗
東 北 地 域 10店舗
関 東 地 域 １店舗

モ ス バ ー ガ ー 北海道地域 ５店舗

焼 肉 五 苑
北海道地域 １店舗
東 北 地 域 １店舗

は な ま る う ど ん
北海道地域 １店舗
東 北 地 域 ３店舗

暖 中
北海道地域 １店舗
東 北 地 域 １店舗

ベビーフェイスプラネッツ 北海道地域 ４店舗
ペ ッ パ ー ラ ン チ 東 北 地 域 ２店舗

オリジナルブランド事業
か つ て ん

北海道地域 ８店舗
東 北 地 域 ３店舗
関 東 地 域 ２店舗

キ ッ チ ン ワ ン 北海道地域 ２店舗

物販部門 フランチャイジー事業
スペースクリエイト自遊空間

北海道地域 ６店舗
東 北 地 域 ２店舗

宝 く じ 北海道地域 ３店舗

－ 7 －

主要な事業内容、主要な事業所
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(6) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）
①　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

115(630) 名 10名減 (74名減） 38.0歳 8.7年

②　セグメント別の使用人の状況
セ グ メ ン ト 区 分 使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

飲 食 部 門 80 (503)名 3名減 （37名減）

物 販 部 門 14 (121)名 1名減 （31名減）

全 社 （ 共 通 ） 21 (6)名 6名減 （6名減）

合 計 115 (630)名 10名減 （74名減）

 (注) １．使用人数が前事業年度末に比べて減少しておりますが、その主な理由は、閉店に
よるものであります。

　　　２．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は総労働時間を１日7.5時間/人（当社
就業規則による実働時間）で換算し、（　）内に年間の平均人員を外数で記載し
ております。

(7) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 1,676,370千円

株 式 会 社 北 洋 銀 行 601,690

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 485,929

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 293,940

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 249,385

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 160,000

苫 小 牧 信 用 金 庫 145,330

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況
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２．株式の状況（平成27年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 3,462,000株

(2) 発行済株式の総数 982,200株
(注)平成26年８月22日開催の取締役会決議に基づき、第三者割当による新株式を90,600株発

行しております。

(3) 株主数 508名（前事業年度末比54名増）

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

藤 田 博 章 179,000株 18.23％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 47,400 4.83

フ ジ タ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 従 業 員 持 株 会 47,300 4.82

株 式 会 社 ダ ス キ ン 45,100 4.59

藤 田 健 次 郎 43,900 4.47

藤 田 竜 太 郎 43,600 4.44

株 式 会 社 ラ ッ ク ラ ン ド 42,600 4.34

福 室 太 朗 37,500 3.82

孫 仲 華 33,100 3.37

フ ジ タ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 役 員 持 株 会 30,900 3.15

（注）１．当社は自己株式79株を保有しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
(1) 当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交

付された新株予約権の状況
　　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付された新株予約
権の状況

　　該当事項はありません。

(3) その他の新株予約権等に関する重要な事項
　　該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 藤田　博章
株式会社フジックス代表取締役社長
フジタ産業株式会社取締役

取 締 役 副 社 長 藤田健次郎 フジタ産業株式会社代表取締役

専 務 取 締 役 清水　清作 経理・総務管掌

常 務 取 締 役 上野　　哲 飲食部門管掌

常 勤 監 査 役 山本　智之

監 査 役
丹治　敏男 丹治林業株式会社代表取締役

小柳　典子 ハーバー株式会社取締役相談役

 (注) １．監査役丹治敏男氏及び小柳典子氏は社外監査役であります。
２．当社は、監査役丹治敏男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し､ 同取引所に届け出ております。
３．平成26年６月27日開催の第36回定時株主総会終結の時をもって、監査役藤田俊樹氏

は辞任により退任いたしました。

(2) 取締役及び監査役の報酬等

区 分 支 給 人 員 支 給 額
取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3名
(-)

13,515千円
(-)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4名
(2)

6,270千円
(2,400)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

7名
(2)

19,785千円
(2,400)

（注）１．取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、平成14年６月25日開催の第24回定時株主総会において月額

12,000千円以内(ただし使用人分給与は含まない。)と決議いたしております。
３．監査役の報酬限度額は、平成14年６月25日開催の第24回定時株主総会において月額

1,200千円以内と決議いたしております。
４．監査役の支給人員は、平成26年６月27日開催の第36回定時株主総会終結の時をもっ

て辞任した監査役１名の在任中の報酬等が含まれております。
５．取締役の支給人員は、平成26年６月27日開催の第36回定時株主総会終結の時をもっ

て退任した取締役１名の在任中の報酬等が含まれており、無報酬の取締役２名を除
いております。

６．業績の低迷を受け、役員報酬額を役位に応じて減額しております。

－ 10 －

会社役員の状況
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(3) 社外役員に関する事項
①　取締役
  該当事項はありません。

②　監査役
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

丹治敏男氏は丹治林業株式会社の代表取締役であります。丹治林業
株式会社と当社との間には、特別の関係はありません。

小柳典子氏はハーバー株式会社の取締役相談役であります。ハーバ
ー株式会社と当社との間には、特別の関係はありません。

ロ．当事業年度中における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

監査役　丹治　敏男

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回、監査役
会19回のうち19回に出席いたしました。経営者としての
豊富な経験と観点から、取締役会の意思決定の妥当性を確
保するための発言を行っております。

監査役　小柳　典子

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回、監査役
会19回のうち19回に出席いたしました。経営者としての
豊富な経験と観点から、取締役会の意思決定の妥当性を確
保するための発言を行っております。

－ 11 －

会社役員の状況
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５．会計監査人の状況
(1) 名称

清明監査法人

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 12,000千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請
求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす
ることといたします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた
します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される
株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし
ます。
（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月１日に施行

されたことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の決定機関を、取締役
会から監査役会に変更しております。なお、上記には当事業年度中における方針を記
載しております。

(5) 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

－ 12 －

会計監査人の状況
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６．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。
(1) 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制
①　当社の取締役及び使用人は、社訓・経営理念・社是に基づき、法令、定

款及び各種規程並びに社会規範を遵守し、職務を執行する。
②　代表取締役社長直属部門として内部監査室を設置し、被監査部門からの

独立性を確保し、各部門の業務執行及びコンプライアンスの状況や体制
が適切であるかを定期的に監査し、その結果を代表取締役社長及び監査
役に報告する。

③　監査役は内部監査室との連携を図りつつ、独自の立場で遵守状況や体制
が適切であるかを監視し、問題があれば取締役会に報告する。

④　コンプライアンス上疑義のある行為について、使用人等からの通報を受
け付ける内部通報制度を設ける。

(2) 当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①　取締役の職務執行に係る記録文書、稟議書、その他の重要な情報につい

ては、文書又は電磁的媒体に記録し、法令及び文書取扱規程等に基づい
て適切に保存及び管理する。

②　取締役及び監査役は、必要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものと
する。

(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　取締役会は、コンプライアンス、個人情報、セキュリティ及びシステム

トラブル等の様々なリスクに対処するため、総務部の協力のもと社内規
程を整備し、定期的に見直す。

②　取締役は月１回開催される業績検討会議に出席し、月次業績のレビュー
と改善策に関する経営のリスクマネジメントについて協議を行い、各部
門長へ周知する。

③　リスク情報等については、各部門長より取締役及び監査役に対し報告を
行う。個別のリスクに対しては、担当部署にて情報共有、マニュアルの
作成・配布等を行い、組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総
務部が行うものとする。

④　損失の危険が現実化した場合、又は、新たに生じたリスクについては、
迅速かつ適切な対応をする。

－ 13 －

業務の適正を確保するための体制
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(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社は、原則として全ての取締役及び監査役が出席する定例の取締役会

を毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催する。
②　取締役会は、法令に定められた事項のほか、経営方針、中期経営計画及

び年次予算を含めた経営目標の策定、経営上の重要事実等の情報共有、
業務執行報告を行うとともに、効率かつ適正に職務執行が行われるため
の体制の維持・向上を図る。

③　各部門においては、職務権限規程及び職務分掌規程に基づいて権限の移
譲を行い、責任を明確にすることで、迅速性及び効率性を確保する。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制

①　子会社の監督については、関係会社管理規程に基づき、取締役及び使用
人の職務の執行について定期的に報告する体制を整備するとともに、当
社と常に緊密な連携を保ちつつ、効率的に業務が執行できる体制を整備
する。

②　関係会社管理規程に基づき、子会社の経営リスクを把握し、当社と連携
して管理体制を構築・運用する。

③　子会社の取締役及び使用人についても当社と同様の規程を適用し、それ
らが実効性のあるものとして運用されている状態を定着させる。

④　子会社の内部監査は当社が行い、適正な業務の運営状態を確保する。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関
する事項

①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、取
締役会は監査役と協議のうえ、必要に応じて合理的な範囲で配置する。
監査役が指定する補助すべき事項及び期間中は、当該使用人の人事異動、
評価、処分等については、監査役会の意見を尊重したうえで行うものと
し、取締役からの独立性を確保する。

②　監査役は内部監査室の使用人に監査業務に必要な事項を指示することが
できる。指示を受けた内部監査室の使用人はその指示に関して監査役に
報告する。

－ 14 －
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(7) 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役
への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ないことを確保するための体制

①　取締役及び使用人は監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重大な
影響を及ぼすおそれのある事項、内部監査の実施状況、内部通報制度に
よる通報状況、不正行為や重要な法令違反並びに定款違反行為、その他
重要な事項等を監査役に報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交
換が適切に行えるように協力する。

②　監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、
取締役会、経営会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書、
その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明
を求めることができる。

③　監査役への報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利益な
取り扱いを受けないよう、「内部通報者保護規程」に基づき、当該報告
者を適切に保護する。

(8) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項

①　監査役の監査費用は予め予算を計上しておき、職務の執行について生じ
る費用の前払、緊急又は臨時に支出した費用については、会社に請求す
ることができる。

②　監査費用の支出にあたっては、監査役は、その効率性及び適正性に留意
する。

(9) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役は監査役監査規程、監査役監査基準を定め、独立性・中立性を維

持し、監査役監査の実効性を確保する。
②　監査役（又は監査役会）が取締役、執行役員、内部監査室との間で、定

期的に意見交換を行うとともに、内部監査室が行う内部監査等に同席す
る。

③　監査役は法律上の判断を必要とする場合は、随時顧問弁護士に専門的な
立場からの助言を受け、会計監査業務については会計監査人に意見を求
めるなど、必要な連携を図る。

(10)財務報告の信頼性を確保するための体制
　　当社は、金融商品取引法の定めに従い、財務報告の信頼性を確保するた

めに、代表取締役社長の指示のもと、内部監査室を中心に財務報告に係
る内部統制の整備・運用及び評価の基本方針書及び各種規程を定め、財
務報告に係る内部統制システムを整備し、運用状況を評価するための内
部統制監査を定期的、継続的に実施する。

－ 15 －
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(11)反社会的勢力の排除に向けた基本方針
①　反社会的勢力とは一切の関係を持たないこと、反社会的勢力又は反社会

的勢力と関わりがあると思われる個人又は企業からの不当な要求に対し
ては、法令及び社内規程に則り、毅然とした姿勢で組織的に対応し、断
固として排除する。

②　当社の取引先が反社会的勢力と関わりがある個人、企業等であることが
判明した場合には取引を解消する。

③　反社会的勢力による不当要求が発生した場合は、適宜警察及び顧問弁護
士等の外部機関と連携し、有事の際の体制を整備・維持する。

（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）及び「会社法施行規則等
の一部を改正する省令」（平成27年法務省令第６号）が平成27年５月１日に施行さ
れたことに伴い、平成27年５月15日開催の当社取締役会の決議により内容を一部改
定しており、上記の基本方針は当該改定がなされた後のものです。
なお、改定内容は、当社の業務の適正を確保するための体制及び監査に関する体

制について当社の現状に即した見直し及び法令の改正に合わせて具体的かつ明確な
表現へ変更したものであります。

－ 16 －
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 　 目 金 　 額 科 　 目 金 　 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

借 地 権

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

1,013,985

413,382

247,939

204,235

51,785

80,899

100

26,742

△11,100

3,310,645

2,133,612

1,357,872

27,052

1,581

331

154,012

573,649

19,111

148,007

140,000

189

1,301

6,516

1,029,025

256,303

25,000

175

2,696

17,936

726,663

250

流 動 負 債 1,168,409

買 掛 金 155,471

短 期 借 入 金 471,021

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

205,746

リ ー ス 債 務 9,488

未 払 金 178,629

未 払 費 用 8,116

未 払 法 人 税 等 12,204

未 払 消 費 税 等 58,275

前 受 金 19,342

預 り 金 22,512

資 産 除 去 債 務 19,885

店舗閉鎖損失引当金 7,716

固 定 負 債 3,213,347

長 期 借 入 金 3,035,678

繰 延 税 金 負 債 17,043

リ ー ス 債 務 12,036

長 期 未 払 金 29,907

長 期 預 り 金 111,327

資 産 除 去 債 務 6,337

そ の 他 1,016

負 債 合 計 4,381,757

純 資 産 の 部

株 主 資 本 △93,261

資 本 金 410,667

資 本 剰 余 金 70,216

資 本 準 備 金 70,216

利 益 剰 余 金 △574,091

そ の 他 利 益 剰 余 金 △574,091

繰 越 利 益 剰 余 金 △574,091

自 己 株 式 △53

評価・換算差額等 36,135

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 36,135

純 資 産 合 計 △57,125

資 産 合 計 4,324,631 負 債 純 資 産 合 計 4,324,631

－ 17 －
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損　益　計　算　書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,640,223

売 上 原 価 2,034,780

売 上 総 利 益 3,605,443

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,495,914

営 業 利 益 109,529

営 業 外 収 益

受 取 利 息 427

受 取 配 当 金 2,856

不 動 産 賃 貸 料 165,983

受 取 保 険 金 3,753

そ の 他 5,854 178,875

営 業 外 費 用

支 払 利 息 91,219

社 債 利 息 98

社 債 発 行 費 償 却 99

不 動 産 賃 貸 原 価 140,717

そ の 他 5,213 237,348

経 常 利 益 51,055

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 231

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 1,000 1,231

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,100

店 舗 閉 鎖 損 失 25,515

減 損 損 失 12,608

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 11,100

た な 卸 資 産 評 価 損 98,858

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 2,716

契 約 解 除 損 10,725

社 債 償 還 損 17,291 188,915

税 引 前 当 期 純 損 失 136,628

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,566

法 人 税 等 調 整 額 － 8,566

当 期 純 損 失 145,195

－ 18 －
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資本準備金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平成26年４月１日 期首残高 388,153 47,702 47,702 △428,896 △428,896 － 6,959

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 22,514 22,514 22,514 45,028

当 期 純 損 失 （ △ ） △145,195 △145,195 △145,195

自 己 株 式 の 取 得 △53 △53

株主資本以外の項目の当事業
年 度 中 の 変 動 額（純 額）

－

事業年度中の変動額合計 22,514 22,514 22,514 △145,195 △145,195 △53 △100,220

平成27年３月31日 期末残高 410,667 70,216 70,216 △574,091 △574,091 △53 △93,261

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産
合 計

その他有価
証券評価差
額 金

繰延ヘッジ

損 益

評価・換算
差 額 等
合 計

平成26年４月１日 期首残高 17,595 △3,446 14,148 21,108

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 45,028

当 期 純 損 失 （ △ ） △145,195

自 己 株 式 の 取 得 △53

株主資本以外の項目の当事業
年 度 中 の 変 動 額（純 額）

18,540 3,446 21,986 21,986

事業年度中の変更額合計 18,540 3,446 21,986 △78,234

平成27年３月31日 期末残高 36,135 － 36,135 △57,125

－ 19 －
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【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
② 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
③ その他有価証券

　　　　 ・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　　　　 ・時価のないもの 移動平均法による原価法
④ デリバティブの評価基準及び

評価方法
　　　　 ・デリバティブ 時価法

⑤ たな卸資産の評価基準及び評
価方法

　　　　 ・商品 売価還元法による原価法及び移動平均法による原価法
（リサイクル業態）（貸借対照表価額は、収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　　　 ・原材料、貯蔵品 最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を

除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）については定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物………………15～40年
工具器具備品……２～８年

② 無形固定資産（リース資産を
除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。

③ リース資産 定額法

(3) 繰延資産の処理方法
社債発行費 社債の償還期間において定額法により償却しておりま

す。

(4) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

② 店舗閉鎖損失引当金 閉店を決定した店舗について、店舗の閉鎖に伴い発生す
る損失に備えるため、将来発生すると見込まれる損失額
を計上しております。

(5) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理
② ヘッジ手段とヘッジ処理 　ヘッジ手段……金利スワップ取引

　ヘッジ対象……借入金利息
③ ヘッジ方針 金利変動リスクをヘッジする目的で行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象をヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しており
ます。

(6) 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税等の会計処理は税抜方式によっ
ております。

－ 20 －
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２．貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産
建 物 443,965千円
土 地 573,649
敷 金 及 び 保 証 金 99,835
投 資 有 価 証 券 146,228
計 1,263,678

②　担保に係る債務
短期借入金 277,689
長期借入金（１年内返済予定額を含む） 3,204,956
計 3,482,645

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,636,809千円

(3) 関係会社に対する金銭債権
未収入金 730千円

(4) 取締役及び監査役に対する金銭債権
金銭債権 8,002千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引以外の取引高 7,344千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 891,600株 90,600株 －株 982,200株

（注）発行済株式数の増加は、取締役会の決議に基づき第三者割当増資を行ったことによる
増加分です。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 －株 79株 －株 79株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額
　　該当事項はありません。
②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
　　該当事項はありません。

(4) 当事業年度末日における新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

－ 21 －
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５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調
達については、設備投資計画に照らして、必要な資金は主に銀行借入による方針であり
ます。デリバティブは、借入金の金利変動リスクの回避を目的としており、投機的な取
引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金、長期貸付金は、取引先等の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、適切な債権管理を実施する体制としております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、それらは

業務上の関係を有する企業の株式がほとんどであり、当該リスクに関しては経理部にお
いて定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を把握する体制として
おります。
敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約による差入預託保証金であります。当該敷

金及び保証金については、当社の規則に従い、適切な債権管理を実施する体制としてお
ります。
営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
借入金、リース債務及び割賦債務のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達

であり、長期借入金、リース債務及び割賦債務は主に設備投資に係る資金調達です。変
動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されますが、長期借入を変動金利で実施し、そ
の支払金利の変動リスクを回避して支払利息の固定化を図る場合には、ヘッジの有効性
の評価において金利スワップ取引の特例処理の要件を満たしていることを前提に、個別
契約ごとに金利スワップ取引をヘッジ手段として利用することを原則としております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた当社の規則に従い、

また、デリバティブ取引の利用にあたっては、いずれも信用度の高い国内の金融機関に
限定しており、契約不履行による信用リスクはほとんどないと判断しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり
ます。

－ 22 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
　　　平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ
ておりません（（注）２．参照）。

貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 　差額（千円）

(1) 現金及び預金 413,382 413,382 －
(2) 売掛金 247,939

貸倒引当金(*) △11,100
236,839 236,839 －

(3) 投資有価証券 226,165 226,385 220
(4) 敷金及び保証金 129,332 125,612 △3,720
(5) 長期貸付金 2,696 2,668 △27
　資産計 1,008,417 1,004,889 △3,527
(1) 買掛金 155,471 155,471 －
(2) 短期借入金 471,021 471,021 －
(3) １年内返済予定の

長期借入金
205,746 205,746 －

(4) 未払金 173,372 173,372 －
(5) 未払法人税等 12,204 12,204 －
(6) 未払消費税等 58,275 58,275 －
(7) リース債務
（1年内返済予定額を含む）

21,525 20,581 △943

(8) 長期未払金
（1年内返済予定額を含む）

8,396 8,096 △300

　負債計 1,106,014 1,104,769 △1,244
デリバティブ取引 1,016 1,016 －

　　　(*)売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　　　　資　産
　　　　(1)現金及び預金、(2)売掛金
　　　　　 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
　　　　(3)投資有価証券
　　　　　 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価

格または取引金融機関等から提示された価格によっております。
　　　  (4)敷金及び保証金

敷金及び保証金（返還時期が確定しているもの）については、将来キャッシュ・フ
ローを事業年度末から返還までの見積り期間に基づき、国債の利回り等、適切な指
標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値により算定しておりま
す。

　　　　(5)長期貸付金
長期貸付金の時価は、与信管理上の信用リスク区分ごとに、元利金の合計額を同様
の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

－ 23 －
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　　　　負　債
　　　　(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内返済予定の長期借入金、(4)未払金、(5)未払法

人税等、(6)未払消費税等
　　　　　 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
　　 　 (7)リース債務、(8)長期未払金

これらの時価は、元利金の合計額を、新規リース契約及び新規割賦契約を行った場
合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　       なお、１年内返済予定の割賦債務は長期未払金に含めております。
　　　　デリバティブ取引

(1)ヘッジ会計が適用されていないもの

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

評価損益
(千円)

市場取引以外の取引
金利スワップ取引
変動受取・固定支払 245,000 49,000 △1,016

市場取引以外の取引 金利キャップ取引 20,000 － －

合　　　　　　計 265,000 49,000 △1,016

（注）時価算定方法
　　　取引金融機関から提示された価額に基づき算定しております。

(2)ヘッジ会計が適用されているもの
該当事項はありません。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　区分 　貸借対照表計上額（千円）

非上場株式　　（*1） 　30,138
関係会社株式　（*1） 　25,000
敷金及び保証金（*2） 597,330
長期借入金　　（*3） 3,035,678
長期未払金　　（*4） 26,767
(*1)これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、「資産(3)投資有価証券」には含めておりません。
(*2)敷金及び保証金については、残存期間を特定できず、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、「資産(4)敷金及び保証金」には、含めておりません。
(*3)長期借入金については、取引金融機関より返済の猶予を受けており、返済時期が未定

であるため、時価を把握することが困難と認められることから、時価の開示対象には
含めておりません。

(*4)長期未払金については、支払時期が未定であり、時価を把握することが困難と認めら
れるため、「負債(8)長期未払金」には含めておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、北海道その他の地域において、賃貸用の店舗物件（土地を含む）を有してお
ります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）
658,736 695,448

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た金額であります。

２．当事業年度末の時価は、固定資産評価額等を基礎に自社で算定した金額によって
おります。

－ 24 －

個別注記表
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、棚卸資産評価損、減価償却超過額、税務上の繰越欠損

金等であり、全額評価性引当額として控除しております。
繰延税金負債の発生の原因は、その他有価証券評価差額金であります。

８．関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

種 類
会 社 等 の
名 称

所 在 地
資本金又は
出 資 金
( 千 円 ）

事業の内容又
は 職 業

議決権等の所
有（被所有）
割 合
（ ％ ）

関連当事者と
の 関 係

取 引 の 内 容
取 引 金 額
（ 千 円 ）

科 目
期 末 残 高
（ 千 円 ）

役 員 藤 田 博 章 － －
当 社 代 表
取 締 役

( 被 所 有 )
直接18.2

債 務 被 保 証

資金借入に対
する債務被保
証
（注１）

55,018 － －

ー
増 資 の 引 受
（注２）

5,119 － －

役 員 が 議
決 権 の 過
半 数 を 所
有 し て い
る 会 社 等

フ ジ タ 産
業 ㈱

北 海 道
苫 小 牧 市

45,000 燃 料 の 販 売 － 商品の購入等

燃料等の購入
（注３)

36,833 未 払 金 3,206

不動産の賃借
（注４)

1,560 前 払 費 用 205

そ の 他
（注５)

5,191
未 払 金 293

前 払 費 用 738

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．当社は金融機関からの資金借入に対して、当社代表取締役社長藤田博章より保証

を受けております。なお、保証料の支払は行っておりません。
　　　２．平成26年８月22日開催の取締役会決議に基づき、当社が行った第三者割当増資を

１株につき497円で引受けたものであります。
　　　３．燃料等の購入に係る取引条件は、一般の取引条件と同様であります。
　　　４．不動産の賃借については、近隣の賃貸借取引の実勢価格に基づき、交渉のうえ決

定しております。
　　　５．その他は主に店舗設備の保守に係る取引であり、取引条件は、一般の取引条件と

同様であります。
　　　６．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。

９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 △58円17銭
(2) １株当たり当期純損失 154円43銭

－ 25 －

個別注記表
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月28日

株式会社フジタコーポレーション

取締役会　御中

清明監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 島 貫 幸 治 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 中 村 貴 之 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フジタコーポレーシ
ョンの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

－ 26 －

計算書類に係る会計監査人の会計監査報告
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監査役会の監査報告

監査報告書
当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第37期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲
覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業
報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたし
ました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人清明監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月29日
株式会社フジタコーポレーション　監査役会

常 勤 監 査 役 山 本 　 智 之 ㊞

社 外 監 査 役 丹 治 　 敏 男 ㊞

社 外 監 査 役 小 柳 　 典 子 ㊞

以　上

－ 27 －

監査役の監査報告
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　株主総会参考書類

第１号議案　取締役３名選任の件
　取締役全員（４名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては取締役３名
の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する
当社の株
式 の 数

１
ふじ

藤
 

　
た

田
 

　
ひろ

博
 

　
あき

章
(昭和15年５月25日生)

昭和39年４月　日本レイヨン株式会社
(現ユニチカ株式会社)入社

昭和44年４月　フジタ産業株式会社入社専務取締役
昭和53年３月　有限会社ファミリーフーズ設立

代表取締役社長
昭和63年10月　フジタ産業株式会社代表取締役社長
平成２年２月　有限会社ファミリーフーズを株式会社

ファミリーフーズ(現当社)に組織変更
代表取締役社長(現任)

平成５年10月　株式会社フジックス設立代表取締役社
長(現任)

平成14年10月　フジタ産業株式会社取締役(現任)
　　（重要な兼職の状況）
　　株式会社フジックス代表取締役社長
　　フジタ産業株式会社取締役

179,000株

２
ふじ

藤
 

　
た

田
 

　
けん

健
じ

次
ろう

郎
(昭和47年４月19日生)

平成10年７月　フジタ産業株式会社入社
平成12年６月　フジタ産業株式会社取締役
平成14年10月　フジタ産業株式会社代表取締役(現任)
平成22年６月　当社取締役
平成25年６月　当社取締役副社長(現任)
　　（重要な兼職の状況）
　　フジタ産業株式会社代表取締役

43,900株

３
し

清
 

　
みず

水
 

　
せい

清
 

　
さく

作
(昭和36年10月９日生)

昭和63年４月　株式会社藍屋(現株式会社すかいらー
く)入社

平成７年12月　当社入社
平成13年１月　当社執行役員　管理部長
平成13年９月　当社取締役　経理部長
平成17年６月　当社常務取締役
平成20年８月　当社専務取締役　経理・総務管掌(現任)

5,800株

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 28 －

取締役選任議案
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第２号議案　監査役２名選任の件
監査役山本智之、小柳典子の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては監査役２名の選任をお願いするものであります。
また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する
当社の株
式 の 数

１
やま

山
もと

本
とも

智
ゆき

之
(昭和29年11月14日生)

昭和48年４月　日本軽金属株式会社入社
昭和57年７月　当社入社
平成４年４月　当社ミスタードーナツ事業部長
平成４年５月　当社取締役
平成13年９月　当社取締役　総務部長
平成14年６月　株式会社フジックス監査役
平成17年５月　当社取締役　総務部長
平成21年６月　株式会社フジックス監査役（現任）
平成26年６月　当社常勤監査役（現任）

11,800株

２
こ

小
やなぎ

柳
のり

典
こ

子
(昭和20年９月21日生)

昭和39年４月　三共機械製作所株式会社入社
昭和62年６月　ハーバー株式会社入社
平成13年７月　ハーバー株式会社　取締役
平成14年12月　ハーバー株式会社　代表取締役
平成22年６月　当社社外監査役（現任）
平成26年11月　ハーバー株式会社　代表取締役会長
平成27年３月　ハーバー株式会社　取締役　相談役
　　　　　　　（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．候補者の小柳典子氏は社外監査役候補者であります。
　　　３．候補者の小柳典子氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏の経営者としての豊富な

経験と見識を生かして、客観性や中立性を重視した業務監査が期待したためでありま
す。

　　　４．小柳典子氏は現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総
会終結の時をもって５年となります。

－ 29 －

監査役選任議案
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件
平成26年６月27日開催の第36回定時株主総会において補欠監査役に選任された菊池之氏の選

任の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くこと
になる場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議により

その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社の株
式 の 数

きく

菊
ち

池
ひろ


ゆき

之
(昭和17年３月６日生)

昭和39年４月　野村證券株式会社入社
昭和47年７月　極東証券株式会社入社
昭和47年11月　極東証券株式会社代表取締役副社長
昭和54年12月　極東証券株式会社代表取締役社長
平成24年４月　極東証券株式会社代表取締役会長(現

任)
（重要な兼職の状況）
極東プロパティ株式会社代表取締役社長

－株

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．候補者の菊池之氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
　　　３．候補者の菊池之氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、同氏の経営者としての

豊富な経験と見識を生かして、客観性や中立性を重視した業務監査が期待できるため
であります。

以　上

－ 30 －

補欠監査役選任議案
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メ　　モ

メモ
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

場　所　：　北海道苫小牧市表町四丁目３番１号

グランドホテルニュー王子　２階　若草の間

TEL 0144－31－3111

最寄駅　：　ＪＲ苫小牧駅下車　南口より徒歩５分

グランドホテル
ニュー王子

ミスタードーナツ
苫小牧駅前ショップ

・ミスタードーナツ
　苫小牧ＭＥＧＡ
　ドン・キホーテショップ
・ベビーフェイスプラネッツ苫小牧店

北口

至 室蘭

南口

至 札幌

ＪＲ苫小牧駅

バスターミナル

ふれんどビル

地図




